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高次脳機能障害とは
高次脳機能障害とは

① 定義
高次脳機能は、知識に基づいて、行動を計画し、実行する精神活動のこと。
これに障害が生じている状態を高次脳機能障害という。

② 交通事故で問題になる高次脳機能障害
⑴ 頭部外傷によって生じる場合

⑵ その他の原因によって生じる場合
脳梗塞・脳内出血・アルツハイマー
うつ病など



高次脳機能障害の認定基準①

１．自賠責保険における高次脳機能障害の認定基準
自賠責保険が後遺障害として認める高次脳機能障害は、

「交通事故によって」
「脳に外傷を負った結果」

として発症したものに限られる。

この点を認定するために考慮されるのは、以下の3点。
① 画像所見 ② 意識障害 ③ 発症時期



高次脳機能障害の認定基準②
２．画像所見
① 画像所見の重要性

外傷性くも膜下出血、急性硬膜下血腫、急性硬膜外血腫、脳挫傷、びまん性軸索損傷
など、「脳の器質的損傷」を確認する必要がある。

【 ＣＴ】
受傷直後、脳の器質的損傷を確認する上で、第一に選択する方法。
ＭＲＩより空間分解能は劣るが、撮影時間が短い。

【 ＭＲＩ】
鮮明な画像が得られる。
時間が経過すると、脳の器質的損傷の所見が消失する例があるため、

できる限り早期に、検査を受けておくことが重要。
ＭＲＩの中でも、Ｔ２強調画像、Ｔ２＊、ＤＷＩ、ＦＬＡＩＲなどが重要。



② 経時的な変化の把握
・外傷から３～４週間以上が経過すると、重症例では、脳萎縮や脳室拡大

が明らかになることがある。
・脳萎縮や脳室拡大の所見は、高次脳機能障害の存在を裏付ける。
・頭部ＣＴ・頭部ＭＲＩを繰り返し撮影することで、脳の経時的な変化を

確認できる。

③ ＰＥＴ・ＳＰＥＣＴなど
ＣＴ・ＭＲＩで脳の器質的損傷が把握できない場合に、

ＰＥＴ・ＳＰＥＣＴ
などの検査結果で、器質的損傷の存在を裏付けようとする試みがある。

しかし、現時点では、脳の器質的損傷の根拠とは扱われていない。

高次脳機能障害の認定基準③



３．意識障害
① 意識障害の重要性
・脳に損傷が生じたことを示す重要な指標。
・意識障害の程度
・意識障害が続いた時間

重度であるほど、⾧く続くほど（特に６時間以上）、高次脳機能障害
が生じる可能性が高く、残存する症状も重篤になる。

・初診病院で、「頭部外傷後の意識障害についての所見」を作成してもらう。

高次脳機能障害の認定基準④



高次脳機能障害の認定基準⑤
② 意識レベルの評価の仕方

⑴ ＪＣＳ（ジャパン・コーマ・スケール）
意識障害の程度を大きく３つ（Ⅰ～Ⅲ）に分けた上、それ

ぞれの中でさらに３つに分ける。



高次脳機能障害の認定基準⑥
⑵ ＧＣＳ（グラスゴー・コーマ・スケール）

開眼・言語反応・運動反応を観察する。

それぞれの項目に割り振った点数により（１５点満点）、意識障害の程
度を評価する。１３点以上は、意識障害が軽度と評価される。



高次脳機能障害の認定基準⑦
③「意識レベル」と「脳の損傷の程度」の関係

⑴ 画像所見が確認できる
意識障害が軽度でも、高次脳機能障害が発症したと認めてもらえる可能性

がある。

⑵ 画像所見が明らかでない
ａ 意識障害が認められない

高次脳機能障害を窺わせる症状があり、神経心理学的検査に異常が
あっても、脳外傷に起因して発現していると認められない。

ｂ 軽度の意識障害が認められる
「ＭＴＢＩ」「軽度外傷性脳損傷」などの診断がなされる。

高次脳機能障害に該当すると認定されるのは難しい。



高次脳機能障害の認定基準⑧

ｃ 中等度以上の意識障害が認められる

急性期から亜急性期に、ＣＴ・ＭＲＩが撮影されなかったと想定される。
症状の経過が頭部外傷後の高次脳機能障害の一般的な経過をたどってい

る場合には、脳外傷による高次脳機能障害と認められる可能性がある。



高次脳機能障害の認定基準⑨
４．発症時期

高次脳機能障害の症状は、「入院中」「退院後すぐ」など、受傷から間もない
時期に現れている必要がある。

受傷後、かなりの間があってから高次脳機能障害の症状が現れた場合は、
交通事故を原因として高次脳機能障害を発症したと認めてもらうのは難しい。

・ 被害者の状態・症状を細かくチェックする
・ おかしいと思うことがあれば、主治医や看護師に伝えておく



高次脳機能障害の症状
「認知障害」 記憶・記銘力障害、注意障害、遂行機能障害、病識欠如など

例えば、

・ 新しいことが学習できない

・ 周囲の状況に合わせた適切な行動ができない

・ 危険を予知・察知できない

・ 複数の仕事を並行して処理できない

・ 行動を計画し実行することができない

「人格変化」 感情のコントロール障害、幼稚性、羞恥心の低下、自発性の低下、被害妄想など

これらの症状があると、自分の生活を管理できない、対人関係を維持できない、社会参加ができない、

障害を自覚できないなどの問題が現れる。

そして、就労や就学ができず、自宅に引き籠もりがちになり、他の家族との衝突が起きるようになる

と、家族の負担も大きくなる。



高次脳機能障害の症状の把握①
１．症状を把握するための資料

① 画像所見・意識障害
・画像所見：脳の損傷の程度
・意識障害：事故直後の意識障害の程度

・これらが重大であればあるほど、より重症な高次脳機能障害
を発症する可能性が高くなる。

・画像所見や意識障害が軽微であれば、重篤な高次脳機能障害を
発症する可能性が低いと判断されてしまう。



高次脳機能障害の症状の把握②

② 神経心理学的検査

高次脳機能障害の程度(重症度)は、神経心理学的検査の結果を
考慮して評価される。

【一般的に用いられる検査】
⑴ 知能
・MMSE
・⾧谷川式簡易知能評価スケール(HDS-R)
・WAIS-Ⅳ(子供向けはWISC-Ⅳ)

【 ⾧谷川式知能評価スケール】

【Wais-Ⅲ 】



高次脳機能障害の症状の把握③
⑵ 注意
・標準注意検査法（CAT）
・Trail Making test
・仮名ひろいテスト

⑶ 記憶
・三宅式記銘力検査
・ウェクスラー記憶検査（WMS-R）
・リバーミード行動記憶検査（RBMT）

【 ウェクスラー記憶検査 】 【 リバーミード 】

【 Trail Marking test 】



高次脳機能障害の症状の把握④
⑷ 遂行機能

・BADS（遂行機能障害症候群の行動評価）
・ウィスコンシン・カード・ソーティング・テスト
・ハノイの塔テスト

⑸ 行動障害・人格変化
これらを評価できる検査はない。

【 ハノイの塔テスト 】

【 ＢＡＤＳ 】



高次脳機能障害の症状の把握⑤

③ 診療医による具体的所見

医師から得られる具体的な所見（情報）は、日常生活上の障害の
有無・程度を明らかにする重要な資料となる。

主治医の所見は、
「後遺障害診断書」
「神経系統に関する医学的意見」

に記載してもらう。







高次脳機能障害の症状の把握⑥

④ 日常生活の状況の把握

・神経心理学的検査では、現実の日常生活で生じている問題を
明らかにできない。

・主治医は、患者の異常の全てを把握しているわけではない。

高次脳機能障害の具体的な症状を把握するためには？
・家族など身近にいる人が、患者の行動を観察する。
・その情報を基にして、

「日常生活状況報告書」
を作成する。







高次脳機能障害の症状の把握⑦
２．症状の程度を評価する際に考慮すべき事項

・後遺障害等級の検討では、「労働能力の程度」を評価する。

・労働能力の程度を評価する要素
障害認識能力
家庭や職場への適応能力（社会的行動障害）
生活の困難さ
周囲からの支援の有無



高次脳機能障害 症状固定①
１．症状固定とは

・治療を続けたとしても、これ以上の症状の改善が見込めない状態に
達したこと。

・重篤な高次脳機能障害の患者の場合、経過観察や症状を維持するた
め、治療を続ける必要がある場合が多い。

・重篤な高次脳機能障害の患者にとっての「症状固定」は、治療を打
ち切るという意味ではない。加害者に対する損害賠償請求の手続を
進めるために必要な「区切り」という意味だと考えるべき。



高次脳機能障害 症状固定②
２．症状固定の効果

①後遺障害診断書などの準備
【主治医に作成してもらう書類】

・後遺障害診断書
・神経系統の障害に関する医学的意見

【家族など身近な人に作成してもらう書類】
・日常生活状況報告

交通事故証明書や事故状況報告書などの書類を準備した上で、自賠責
保険の請求手続きを行う。

この手続きを行えば審査が実施され、後遺障害等級が認定される。



高次脳機能障害 症状固定③
②自賠責保険の請求手続

自賠責保険の請求手続きは２種類
事前認定 加害者の任意保険会社を通じて請求する方法

被害者請求 被害者が自賠責保険に請求する方法

後遺障害等級が認定された後、すぐに自賠責保険金を受け取るため
には、被害者請求を選択すべきです。

症状固定と診断されれば、保険会社の支払いが打ち切られる。
経済的に困窮している場合、被害者請求を選択することで、
早期に自賠責保険金を受け取り、経済的にひと息つくことがで
きる。



高次脳機能障害 症状固定④
③自賠責保険金の支払

高次脳機能障害の患者は、その症状に
応じた後遺障害等級が認定される。

認定される後遺障害等級と自賠責保険
の限度額は右の表のとおり。

※高次脳機能障害が軽微な場合には、
１２級・１４級が認定される可能性

がある。



高次脳機能障害 症状固定⑤
３．症状固定の時期について考慮すべき事情

①症状の回復を見極めること
・事故から間がない時点では、症状が回復する可能性があるため、

症状固定と診断を受ける時期は、少なくとも事故後６か月を経過
した後であることが原則。

・高次脳機能障害の患者の場合は、６か月が経過した時点で症状固定
と判断するのは早い。

・症状を詳細に把握するためには、退院後の日常生活・学校生活・
職場環境などへの適応状況をしっかり確認する必要がある。



②年齢による時期の判断の違い
⑴成人

・成人の場合、急性期は、急速に症状が回復する。
・急性期を過ぎてからは、症状の回復の速度はゆっくりになる。

受傷後１年以上を経てから症状固定とする。

⑵小児
受傷後１年を経過した時期でも、後遺障害等級の判定が困難なことがある。
・後遺障害等級が１～２級の場合

判定は比較的容易
・後遺障害等級が３級より軽度の場合

幼稚園、保育園、学校での生活への適応にどの程度の困難さがあるかを
的確に評価するには、適切な時期まで経過観察が必要。

高次脳機能障害 症状固定⑥



⑶高齢者
・１年程度の期間で症状固定とする。
・高齢者の場合、加齢による認知機能の障害の進行が加わる可能性がある。

時間の経過に従って症状が悪化した場合、交通事故による受傷によって、
通常の加齢変化を超えて悪化したと評価できる場合に限って、上位等級への
認定変更の対象となる。

４．まとめ
症状固定とすべき時期を適切に判断すること、症状固定となった後にスムーズに

自賠責保険金の請求手続を進めることなどが重要なポイントです。
これらの適切な対応をするためには、弁護士の知識・経験が役立つと思います。

高次脳機能障害 症状固定⑦



高次脳機能障害 等級の基準①
１．後遺障害等級の認定基準（自賠責保険）

自賠責保険では、右の表の基準に従って、
後遺障害等級を判断している。

「障害認定基準」
全ての後遺障害に当てはまる基準

「補足的な考え方」
高次脳機能障害の後遺障害等級を判断
するときに使われる基準

※「補足的な考え方」の下線は、筆者記入。



２．等級認定のポイント
【１級と２級の違い】

「１級の補足基準」
生活維持に必要な身の回り動作に全面的介護を要する

「２級の補足基準」
①身体的動作には排泄、食事などの活動を行うことができる
②生命維持に必要な身辺動作に、家族からの声掛けや看視を欠か

すことができない

１級に認定されるためには、
身体動作面でも、排泄、食事などの活動ができないほど重篤な

障害が残っていることが必要

高次脳機能障害 等級の基準②



【２級と３級の違い】
「２級の補足基準」

①１人で外出することができず、日常の生活範囲は自宅内に限定されている
②生命維持に必要な身辺動作に、家族からの声掛けや看視を欠かすことができない

「３級の補足基準」
①自宅周辺を１人で外出できるなど、日常の生活範囲は自宅に限定されていない
②声掛けや、介助なしでも日常の動作を行える

２級と３級の分かれ目は、
・自宅周辺を１人で外出できるか否か
・日常の動作について、声掛けや介助が必要かどうか

高次脳機能障害 等級の基準③



【３級と５級の違い】
「３級の補足基準」

①自宅周辺を１人で外出できるなど、日常の生活範囲は自宅に限定されていない
②声掛けや、介助なしでも日常の動作を行える
③一般就労が全くできないか、困難

「５級の補足基準」
①単純くり返し作業などに限定すれば、一般就労も可能
②新しい作業を学習できなかったり、環境が変わると作業を継続できなくなるな

ど、一般人に比較して作業能力が著しく制限されており、就労の維持には、職場
の理解と援助を欠かすことができない

高次脳機能障害 等級の基準④



３級と５級の違いは、

一般就労できるだけの労働能力が、
・３級 完全に失われている
・５級 わずかでも残っている

１人で外出できる範囲
・３級 自宅周辺に限定されている
・５級 限定されていない

高次脳機能障害 等級の基準⑤



【５級と７級の違い】
「５級の補足基準」

①単純くり返し作業などに限定すれば、一般就労も可能
②新しい作業を学習できなかったり、環境が変わると作業を継続できなくなるな

ど、一般人に比較して作業能力が著しく制限されており、就労の維持には、職
場の理解と援助を欠かすことができない

「７級の補足基準」
①一般就労を維持できる
②作業の手順が悪い、約束を忘れる、ミスが多いなどのことから一般人と同等の

作業を行うことができない

５級と７級の違いは、
・従事できる作業が単純なくり返し作業に限定されているか
・就労の維持に、職場の理解と援助を欠かすことができないかどうか

高次脳機能障害 等級の基準⑥



【７級と９級の違い】
「７級の補足基準」

①一般就労を維持できる
②作業の手順が悪い、約束を忘れる、ミスが多いなどのことから一般人と同等の

作業を行うことができない
「９級の補足基準」

①一般就労を維持できる
②問題解決能力などに障害が残り、作業効率や作業持続力などに問題があるもの

・一般就労が可能という点では違いはない
・違いがあるのは、一般人と同等の作業を行うことができるかどうかという点

高次脳機能障害 等級の基準⑦



３．労働能力の解釈と評価
３級以下の後遺障害等級を認定する場合、労働能力についての評価が重要。

①著しい知能低下や記憶障害など
障害認識能力、家庭や職場への適応能力、生活の困難さなどが生じていれば、
労働能力が低下するのは当然。また、支援の有無などの環境面の要因も影響。

②社会的行動障害
神経心理学的検査で知能指数が正常範囲に保たれていても、社会的行動障害
によって、対人関係の形成などに困難があり、社会および日常生活への適応
が難しくなっている場合がある。
社会的行動障害があれば、かなりの程度、労働能力を損失すると考えるべき。

※自賠責保険における高次脳機能障害認定システム検討委員会の報告書より

高次脳機能障害 等級の基準⑧



③ TVゲーム・インターネット

社会的行動障害によって就労が困難な場合でも、TVゲームを操作したり、
インターネットでウェブサイトを見たりするなどの能力を有する場合がある。
これらができるからといって、就労可能と判断すべきではない。

④就学中の場合
学校生活に必要な適応能力と職業生活に必要な職務遂行能力は異なる。

学校生活 → 好まない対人関係を避けられる場合が多い。
就労 → 好まない対人関係を避けるのが難しいことが多い。

小児期において将来の労働能力を推測する場合、学業成績の変化以外に、
非選択的な対人関係の構築ができているかなどを考慮すべき。

※自賠責保険における高次脳機能障害認定システム検討委員会の報告書より

高次脳機能障害 等級の基準⑨



⑤交通機関の利用

一般交通機関を利用した移動能力と労働能力喪失の程度は必ずしも一致しな
い。

⑥画像所見
脳外傷を示す画像所見が軽微な場合でも、労働能力がかなりの程度損なわれて
いる場合がある。

※自賠責保険における高次脳機能障害認定システム検討委員会の報告書より

４．まとめ
自賠責保険において、適切な後遺障害等級の認定を受けるためには、被害者の生活状況や就労状況

について、できる限り詳細な事情を拾い上げることが重要です。

高次脳機能障害 等級の基準⑩


